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要 旨 
 本論文は、戦後復興期大阪で敗戦とともに崩壊した中小機械金属工業集積がどのようにして再度形
成されていったのかについて、生産復興の特徴、地域的な集積の動向などを分析している。大阪の中
小機械金属工業は、闇経済が広がるなかで問屋・ブローカーと結びつきながらさまざまな消費財生産
をする形で生産復興を遂げ、また軽機械製品の生産を軸として、それに関わる機械・金属製造業、加
工業が展開することで再集積を果たしたことを明らかにした。 
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１ はじめに 
 
 本稿は、1945年の敗戦から 1950年代前半までの戦後復興期の大阪における中小機械金属工
業の再集積過程を検討する。大阪は戦前・戦時期を通じて大都市型産業集積地、機械・金属工
業の中小工場（中小機械金属工業）の一大集積地として形成されたが、敗戦とともにその集積
は一旦崩壊した1。戦後、高度成長期以降の機械工業の飛躍的な発展にともなって大阪の中小機
械金属工業集積は拡大し、その集積機能も発揮されていくことになるが2、その前提となる復興
期の中小機械金属工業の再集積プロセスについて、その概観をえるといった作業はあまり行わ
れていない3。そこで以下では、大阪における中小機械金属工業の生産復興の過程とその特徴、
1950年代前半までの大阪府下における中小機械金属工業の再集積の動向を分析する。 
 
２ 敗戦と大阪中小機械金属工業 
 
 戦争による被害は、中小機械金属工業をはじめ大阪の中小工業全般にわたって深刻なもので
あった。表 1から大阪府下工場の罹災状況についてみると、第 1に、大阪府下 12,999工場中、 
「休止」「廃止」「焼失」といった罹災工場数は半数以上の 7,058工場にのぼった。第 2に、工員
数別にみた場合、規模が小さいほど罹災率、特に「焼失」の割合が高かった。すなわち、「工員
10 人未満」で罹災率が最も高かった（ただし「化学工業」では異なる）。第 3 に、業種別にみ
た場合、どの業種でも罹災率は半分の割合となっているが、工場数は、「機械器具工業」「金属 
                                                          
1 戦前・戦時期の大阪の産業・機械金属工業集積については、天川康「戦時経済移行期の大阪工業」（大阪
歴史学会『近代大阪の歴史的展開』吉川弘文館 1976年）、安井国雄「大阪の金属工業－戦前期」、同「第一
次大戦後における三大工業地域の工業構造の変化：大阪・東京・愛知の製造業転換をめぐって（1）」、同「昭
和恐慌後における三大工業地域の工業構造の変化：大阪・東京・愛知の製造業転換をめぐって（2）」（大阪
市立大学『経営研究』第 139巻第 1号 1988年、第 158巻第 2号 2007年、第 158巻第 4号 2008年）、湖
中齊『東大阪の中小企業－中小企業の街からの発信』（東大阪商工会議所 1995年）、同『都市型産業集積の
新展開 東大阪市の産業集積を事例に』（御茶の水書房 2009年）、武知京三『近代日本と地域産業』（税務
経理協会 1996年）、沢井実「明治中後期大阪の機械工業」、同「中小機械工業の展開と技術教育・公設試験
研究機関・機械商・機械工具商街の役割 戦間期大阪の事例」、同「戦時下における工業集積地の形成－大
阪府布施市高井田地区の事例－」（『大阪大学経済学』第 48巻 3・4号 1999年、第 49巻 2号 2000年、第
152巻第 2号 2002年）、中瀬哲史「機械工業と産業集積の系譜－産業集積力の継承と基盤的技術の維持・
発展－」（安井國雄、富澤修身、遠藤宏一編著『産業の再生と大都市－大阪産業の過去・現在・未来－』（ミ
ネルヴァ書房 2003年））、衣本篁彦『産業集積と地域産業政策－東大阪工業の史的展開と構造的特質－』（晃
洋書房 2003年）、植田浩史『戦時期日本の下請工業』（ミネルヴァ書房 2004年）等を参照。 
2 前掲「機械工業と産業集積の系譜」、中瀬哲史「高度経済成長期以降の東大阪地域の産業集積」（植田浩史
編著『産業集積と中小企業－東大阪地域の構造と課題－』創風社 2000年）、田中幹大「中小企業と技術革
新－冷間圧造技術・フォーマーの東大阪地域への普及－」（植田浩史編著『「縮小」時代の産業集積』（創風
社 2004年））。 
3 戦後復興期の中小企業研究として、大林弘道「戦後復興期における中小企業の再編〔1〕－戦後再編の前
提＝敗戦からドッジ・ラインまで－」（神奈川大学『商経論叢』第 30巻第 3号 1995年）があげられる。
同論文では本稿でも使用している資料を活用しながら、復興期における中小企業（工業）を分析している。 
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出所）大阪市経済部商工課『大阪における業種別工場現勢一覧表』（刊年不明）より作成。 
注１）「－」は不明。 
注２）「継続」は、「戦時中より同業を継続操業中のもの」、「転換」は、「軍需より民需へ転換し操業中のもの」を指す。 
注３）調査時点は、1945年 12月 14日（大林弘道「戦後復興期における中小企業の再編〔1〕：戦後再編の前提＝敗戦からドッ 
ジラインまで」（神奈川大学『商経論叢』第 30巻第 3号 1995年）表－2（c）注２による）。 
表 1 大阪府下工場の罹災状況 
  
  紡織工業 金属工業
機械器具
工業 
窯業 化学工業
製材及木
製品工業
印刷及
製本業
食料品
工業 
瓦斯及 
電気工業 
其他ノ 
工業 
全業種 
合計 
  工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 
継続 － － 300 11.7% 351 7.2% 22 7.3% 117 9.9% 119 14.9% 29 13.4% 88 16.9% 47 34.1% 75 15.9% 1,148 8.8% 
転換 － － 57 2.2% 141 2.9% 23 2.0% 2 0.3% 31 6.0%   2 0.4% 256 2.0% 
休止 － － 153 6.0% 200 4.1% 12 4.0% 53 4.5% 57 7.2% 4 1.9% 18 3.5%   34 7.2% 531 4.1% 
廃止 － － 159 6.2% 157 3.2% 1 0.3% 10 0.8% 16 2.0% 3 1.4% 6 1.2%   8 1.7% 360 2.8% 
工員 
10人 
未満 
焼失 － － 658 25.7% 1,209 25.0% 39 13.0% 146 12.4% 303 38.0% 92 42.6% 139 26.7% 46 33.3% 103 21.8% 2,735 21.0% 
継続 － － 620 24.2% 768 15.9% 153 50.8% 384 32.6% 149 18.7% 53 24.5% 124 23.8% 33 23.9% 106 22.4% 2,390 18.4% 
転換 － － 118 4.6% 519 10.7% 38 3.2% 25 3.1% 12 2.3% 2 1.4% 20 4.2% 734 5.6% 
休止 － － 124 4.8% 225 4.6% 31 10.3% 61 5.2% 12 1.5% 19 3.6% 4 2.9% 58 12.3% 534 4.1% 
廃止 － － 89 3.5% 95 2.0% 4 1.3% 12 1.0% 1 0.2%   4 0.8% 205 1.6% 
工員 
10～ 
100人 
未満 
焼失 － － 221 8.6% 869 17.9% 31 10.3% 289 24.5% 106 13.3% 30 13.9% 74 14.2% 4 2.9% 59 12.5% 1,683 12.9% 
継続 － － 44 1.7% 177 3.7% 8 2.7% 15 1.3% 1 0.1% 4 1.9% 9 1.7% 2 1.4% 4 0.8% 264 2.0% 
転換 － － 8 0.3% 78 1.6% 13 1.1%     99 0.8% 
休止 － － 6 0.2% 21 0.4% 1 0.1% 7 0.9%     35 0.3% 
廃止 － － 2 0.1% 5 0.1%      7 0.1% 
工員 
100 
～ 
500 
人 
未満 
焼失 － － 10 0.2% 16 1.4%     26 0.2% 
継続 － － 7 0.1%  1 0.5%     8 0.1% 
転換 － － 10 0.2%      10 0.1% 
休止 － －         
廃止 － －         
工員 
500 
～ 
1,000 
人 
未満 焼失 － －         
継続 － － 2 0.0%      2 0.0% 
転換 － －         
休止 － －         
廃止 － －         
工員 
1,000 
人 
以上 
焼失 － －         
継続 1,010 51.2% 964 37.7% 1,305 26.9% 183 60.8% 516 43.8% 269 33.8% 87 40.3% 221 42.4% 82 59.4% 185 39.1% 4,822 37.1% 
転換 20 1.0% 183 7.2% 748 15.4% 74 6.3% 27 3.4% 43 8.3% 2 1.4% 22 4.7% 1,119 8.6% 
休止 297 15.1% 283 11.1% 446 9.2% 43 14.3% 115 9.8% 76 9.5% 4 1.9% 37 7.1% 4 2.9% 92 19.5% 1,397 10.7% 
廃止 79 4.0% 250 9.8% 257 5.3% 5 1.7% 22 1.9% 16 2.0% 3 1.4% 7 1.3%   12 2.5% 651 5.0% 
焼失 566 28.7% 879 34.3% 2,088 43.1% 70 23.3% 451 38.3% 409 51.3% 122 56.5% 213 40.9% 50 36.2% 162 34.2% 5,010 38.5% 
操業中 
工場 1,030 52.2% 1,147 44.8% 2,053 42.4% 183 60.8% 590 50.1% 296 37.1% 87 40.3% 264 50.7% 84 60.9% 207 43.8% 5,941 45.7% 
全工 
員数 
区分 
合計 
休廃止 
・焼失 
工場 
942 47.8% 1,412 55.2% 2,791 57.6% 118 39.2% 588 49.9% 501 62.9% 129 59.7% 257 49.3% 54 39.1% 266 56.2% 7,058 54.3% 
総計   1,972 100.0% 2,559 100.0% 4,844 100.0% 301 100.0% 1,178 100.0% 797 100.0% 216 100.0% 521 100.0% 138 100.0% 473 100.0% 12,999 100.0% 
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出所）大阪市経済部商工課『戦後大阪に於ける機械金属業界の現状』（1946年）、9～10頁より作成。 
注）合計値は修正してある。 
工業」が他業種より多く、罹災工場数も他業種より多かった4。 
 このように大阪の中小工業の被害は甚大であり、特に中小機械金属工業の被害はひどかっ
た。しかしその一方で、中小機械金属工業は復旧の動きもはやかった。表 2によれば大阪の中
小機械金属工業関連組合の工場の 1946 年 6～7 月状況で、「全焼」「半焼」「全壊」「半壊」と
いった罹災工場は 7割近くあったが、そのうちすでに復旧を「完了」している工場は 5割で、
「工事中」「計画中」も含めれば 8割近くが復旧に向けて活動を再開していた5。 
 
表 2 大阪中小機械金属工業の復旧状況（1946年 6～7月）   
  罹災程度状況（工場数） 復旧状況（工場数） 
  全焼 半焼 全壊 半壊 無被害 完了 工事中 計画中 
大阪鍍金工業統制組合 7 5 4 16 6 10 
大阪府民生機器工業統制組合 112 3 370 28 14 57 
大阪府測量製図統制組合 21 2 19 16 7  
大阪府機械器具工業統制組合 1,548 462 871 313 1,167 1,779 232 311 
全國加熱鋲螺釘工業統制組合 23 3 5 27 28 4 
大阪府産業器具工業統制組合 518 22 108 81 351 
大阪府アセチレン燈工業統制組合 5  7 2 2 1 
大阪府農機具工業統制組合 12 3 5 106 17 3 
日本金型工業統制組合大阪支部 51 2 67 18 3 10 
中部造船統制組合 20 8 20 23 5 
大阪府自動車整備統制組合 16 46 1   
日本医科器械統制組合西部支部 5 2 5 2 14 3 4  
大阪鉛錫精製施設組合 2  1 15 1  
大阪府野鍛冶施設組合 13  257 2  11 
大阪府亜鉛精製施設組合  7   
大阪府線材製品施設組合  64   
合計 2,353 558 876 331 2,129 1,983 418 763 
  
 
 
 
                                                          
4 大阪市役所『大阪市戦災復興誌』（1958年）では、「工場の戦災は終戦直前における大阪爆撃の被害が最
もはなはだしかったが、府警察部の調査によると倒壊（全壊・半壊）一六○、焼失（全焼・半焼）九六四
五で、災害前の工場数二万四○○○のうち罹災工場は四○％にも上った」とある（377頁）。 
5 大阪市経済部商工課『戦後大阪に於ける機械金属業界の現状』（1946年）は、「戦後大阪に於ける中小商
工業の実態を見るために商工組合中央会大阪府支部の指導連絡下にある統制、施設組合（昭和二十一年四
月現在事務所々在地分明なるもの全部）に対し六月初旬調査票を送付し七月二十日迄に回答を蒐集し得た
ところを整理せる結果その概要をまとめ」ている（1頁）。調査は、「繊維、化学、機械金属、食料品、燃料、
木製品、紙製品、雑貨、其の他雑業の九業種に分け工業、商業別に」行われており、『戦後大阪に於ける機
械金属業界の現状』（1946年）は、このうち「機械金属」についてまとめたものである（1頁）。同調査結
果は、一部工業と二部商業とから構成されており、一部工業では、「機械金属関係二十九組合に対し、調査
票を発送しえたる処、二十二組合より手がかりを得たがその中戦災による転居先不明並解散せるもの各三
組合ありて実際に調査票の回答を得たるは左記十六組合」とある（4頁）。 
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 敗戦後、中小工場は急激に増加していった。表 3 にあるように、全業種の工場数は 1942 年
と比較して全国では 2分の 1、大阪では 3分の 1、東京では 4分の 1まで減少したが、45年か
ら 47 年までの 3 年間で、全国、大阪、東京の工場数はほぼ倍増し、機械器具工業、金属工業
でもほぼ倍増していた。そして、こうした工場数の拡大は、表 4にある通り中小工場の増加に
よるものであった。46～47年の全国の工場の増加は職工 4人以下でもっとも多く、職工 4人
以下、5～49人での増加で大半を占めていた。表 5によれば大阪でも工場の増加は職工 4人以
下がもっとも多く、46～47 年で 2 倍となっていた（職工 5 人以上では表 3 にあるとおり 1.3
倍）。 
 
表 3 1940～1947年の工場数・従業者数・生産額の推移（職工 5人以上） 
  
全国 
全業種 機械器具工業 金属工業 
年 
工場数 従業者数 工場数 従業者数 工場数 従業者数 
1940 137,142 3,829,835  24,997 1,276,926 11,527 449,842  
1941 135,754 3,772,993  25,601 1,388,043 11,010 409,466  
1942 125,680 3,910,563  25,097 1,682,727 11,011 445,334  
1945 57,980 1,720,510  13,339 594,494 5,569 197,075  
1946 84,393 2,542,399  19,688 823,272 9,260 330,136  
1947 108,340 2,759,271  24,211 850,469 9,760 308,035  
       
大阪 
全業種 機械器具工業 金属工業 
年 
工場数 従業者数 工場数 従業者数 工場数 従業者数 
1940 17,610 495,945  4,961 185,730 3,161 89,736  
1941 17,170 461,948  4,945 187,090 3,031 83,273  
1942 15,855 456,176  4,748 205,046 2,974 82,882  
1945 5,370 171,340  1,924 74,446 1,053 27,174  
1946 8,151 265,250  2,863 102,278 1,649 50,265  
1947 10,184 285,900  3,377 102,280 1,935 52,162  
       
東京 
全業種 機械器具工業 金属工業 
年 
工場数 従業者数 工場数 従業者数 工場数 従業者数 
1940 21,266 657,645  8,248 354,658 3,595 85,707  
1941 22,109 622,385  8,717 353,688 3,499 73,780  
1942 21,525 700,728  8,825 432,566 3,505 82,051  
1945 5,428 137,781  2,316 62,309 1,040 20,338  
1946 10,324 256,951  4,299 119,862 2,006 41,118  
1947 11,523 267,663  4,766 124,495 1,847 37,078  
  
出所）通商産業大臣官房調査統計部『工業統計 50年史 資料編１』（1961年）より作成。 
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表 4 全国の従業者規模別工場数・生産額の推移（1940～1947年） 
        生産額単位：百万円 
職工 4人以下 職工 5～49人 職工 50～199人 職工 200人以上 
生産額構成比 
（職工 199人以下 
/200人以上） 年 
工場数 生産額 工場数 生産額 工場数 生産額 工場数 生産額  
1940 554,139  2,146 127,876  7,857 7,034 4,768 2,232 14,468  102.1% 
1941 550,364  2,486 126,859  8,786 6,781 5,349 2,114 16,323  101.8% 
1942 512,542  2,342 116,695  8,713 6,791 5,210 2,194 18,117  89.8% 
1945 － － － － － － － － － 
1946 275,897  6,354 76,019  33,566 6,956 21,205 1,418 29,495  207.2% 
1947 515,434  32,715 100,388  117,169 6,406 62,641 1,546 108,298  196.2% 
  
 
 
表 5 1940～1947年の大阪の工場数・従業者数・生産額の推移（職工 4人以下）   
全業種 
年 
工場数 従業者数 
1940 34,949  83,868  
1941 36,191  86,984  
1942 35,413  91,183  
1946  8,185  18,368  
1947 16,834  32,892  
  
出所）表 3に同じ。 
 
  
 この時期は生産の上でも中小工場が大工場より中心であった。表 4の生産額構成をみれば、
職工 199 人以下の工場が 200 人以上の工場よりも倍の生産をしていたことがわかる。これは
敗戦後、大工業では生産再開が遅れたのに対し、中小工業は早期に生産を再開したためであっ
た。大阪の大工場の生産状況の調査（1946年 2月時点）では、「…一二七工場中既ニ生産再開
セルモノ八○工場即チ四分ノ三近クガ一応生産再開シテヰルガ、ソノ多クハ十一月乃至十二月
ニ入リテヨリ一部生産操業ヲ開始セルモノデアツテ、更ニコレヲ生産再開工場ノ生産能力、生
産実績ヲ検討シテミレバ、ソノ生産再開ノ程度ハ極メテ低位デアツテ、本格的生産ヲ開始セル
モノ皆無ト断言スルモ決シテ過言デハナイ」6と言われていた。とりわけ「機械器具工業」は「
転換上最モ混乱ヲ極メテ居ルノガ斯業」7であり、「転換」＝生産再開がもっとも問題視されて
いる状況にあった。 
                                                          
6 大阪府商工経済会『転換状況調査概要』（1946年）、2頁。同調査は、「旧近畿軍需監理部所管第一次第二
次指定発注二八○工場ニ調査表ヲ送付シソノ回答ヲ求メタモノ」で、「二月二十日マデニ回答アリタル一二
七工場ノ調査表ヲ整理セル結果ノ概要ヲ」載せたものである（1頁）。 
7 同上、4頁。ここでは「転換」について、「転換ノ内容ハ生産品種ニツキ技術的観点ヨリ区別シ、同一製
品ニシテ単に用途ノミ民需ニ転ジタルモノハ転換ト見做サナイ」としていた（2～3頁）。 
出所）表 3に同じ。 
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表 6 大阪中小工業の転換 
  
業種 戦時中ノ生産品目 現在乃至将来 
民生機器 航空機部品、兵器部品 
家庭用器物、生活用身廻リ品、住居器具、事務用
器具 
機械器具 
兵器、航空機、艦船部品、工作機械、一般機械、
工具、治具、軽車輌、農機具、其他器具類 
鍋、釜、湯沸、牛乳沸、飯蒸、弁当箱、杓子其他
厨房用具、金物、荒物、コンロ、電熱器、農機具、
軽車輌、自転車並ニ部分品、食料品製造機械、
紡織・染色整理機械 等 
 
自転車 自転車、弾丸類、軍需品 自転車、及ビ其ノ部品 
農機具 農機具、軍需品各種 農機具 
琺瑯鉄器 軍食器、湯沸、鍋、パイプ、化学用耐酸琺瑯タンク 鍋、湯沸、洗面器、飯蒸 
鋳物 
銑鉄鋳物（兵器、機械、艦船部品、航空機関係機
器） 
船舶、陸運、通信、食糧、土建、民生機器、鋳鉄
菅 
セルロイド 
刷子、無線通信機部品、電槽、計測器部品、給水
菅、精密機部品、航空機部品、兵器附属品 
櫛、頭髪品、刷子、容器、眼鏡、其他雑貨 
硝子 
理化学試験用硝子、●用硝子、防弾硝子、医療
衛生用硝子、電球、電槽、真空管、瓶類、其他特
殊硝子 
一般藥壜、軟膏壜、家庭用硝子器、アンプル、照
明用硝子、電球、酒壜、理化医療用硝子 
ゴム 
航空機タイヤー、防毒具、電槽、工業用品、ゴム
ベルト、自轉車タイヤー、チューブ及附属品、ゴム
引布、ロール、ホーズ類、医療用品、製靴用品、
再生ゴム 
工業用品、履物、ベルト、ホーズ、ゴム引布、自転
車用タイヤー、チューブ、医療用品、小型及荷車
タイヤー、再生タイヤー、附属品、ソリットタイヤー 
紙製品 ノート、帖簿、封筒、其他紙製品一般 〃 
紙器 紙器全般 〃 
製本 
出版物、学習帳、手帳、伝票、メモ、複写便箋、其
他製本全般 
〃 
織物 繊維製品－綿スフ織物 〃 
莫大小 肌着類、靴下、軍手 〃 
織物加工 織物ノ染色加工 〃 
  
出所）大阪府商工経済会調査部『中小工業転換状況調査概要』（1946年）、1～2頁より作成。 
注）●は判読不能を示す。 
  
 これに対し、中小工場は消費財への「転換」＝生産再開の動きをすすめ、表 6にあるように
鍋、釜をはじめとした各種生活日用品の生産をはじめた8。戦時中に生産が抑制されていた各種
                                                          
8 大阪府商工経済会調査部『中小工業転換状況調査概要』（1946年）は、「大阪中小工業ノ転換復旧状況ヲ
把握スルタメ関係組合ニ別紙調査表ニヨツテ照会、三月二十日マデニ民生機器、機械器具、自転車、農機
具、琺瑯鉄器、鋳物、セルロイド、硝子、ゴム、紙製品、紙器、製本、織物、莫大小及ビ織物加工ノ十五
組合ヨリ」回答を得た結果を載せている（1頁）。なお、前掲『戦後に於ける機械金属業界の現状』でも、
大阪府民生機器工業統制組合では、「航空機、船舶ノ部品、其ノ他」から「生活用機械器具」、大阪府機械
器具工業統制組合では、「軍需並ニ関連産業機器加工修理」から「民需産業機器加工修理」、大阪府産業器
具工業統制組合では、「軍需品」から「国民生活必需品、農具、車輌部品」、大阪府農機具工業統制組合で
は、「軍需品下請加工並農機具」から「農機具並ニ民生機器」、日本金型工業統制組合大阪支部では、「航空
機、其ノ他軍需品製作用金型」から「生活用機械器具類ノ金型」へと生産品目が変わっていった（21～22
頁）。 
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生活用品等消費財は、敗戦直後から膨大な需要を形成し、それに応えるために機械金属工業を
含め中小工業の生産は急激に伸びた。表 7によれば、大阪機械金属工業関連組合工場の生産の
伸びは、敗戦直後の 1946年 3－5月でも 1ヶ月当たり平均で約 1.3倍、組合によってばらつき
があるもののなかには 2～3倍の伸びを示しているものもあった。 
 
表 7 大阪中小機械金属工業の生産率 
  
  生産率 操業率 
  
終戦後 
（1945年 8
月－46年
2月） 
 
1946年
3月－5
月 
終戦前 
（1945年 3
月－7月）
 
終戦後 
（1945年 8 
月－46年 
2月） 
 
1946年 
3月－5 
月 
大阪鍍金工業統制組合 179 293 100% 65%  83% 
大阪府民生機器工業統制組合  85 100  97% 80%  95% 
大阪府測量製図統制組合  60  80 不明 60%  80% 
大阪府機械器具工業統制組合 117 196  53% 71%  86% 
全國加熱鋲螺釘工業統制組合  50  65  60% 37%  62% 
大阪府産業器具工業統制組合  43  66  90% 40%  50% 
大阪府アセチレン燈工業統制組合 不明 不明  40% 20%  40% 
大阪府農機具工業統制組合  70 160  85% 63%  98% 
日本金型工業統制組合大阪支部  80 150  88% 70%  93% 
中部造船統制組合  10  80  60% 20%  50% 
大阪府自動車整備統制組合 不明 不明 不明 不明 不明 
日本医科器械統制組合西部支部  95 100 不明 不明 不明 
大阪鉛錫精製施設組合  25  75  98% 25%  74% 
大阪府野鍛冶施設組合  85 115  90% 75% 100% 
大阪府亜鉛精製施設組合  57  79  16%  9%  13% 
大阪府線材製品施設組合 130 255  60% 70%  85% 
平均 77.57 129.57  72% 50%  72% 
  
出所）前掲『戦後大阪に於ける機械金属業界の現状』、12～13頁より作成。 
注）生産率は、「終戦前五ヶ月間に於ける平均一ヶ月の生産量を 100として、其の後七ヶ月間及二十一年三
月以降三ヶ月間に於ける平均一ヶ月の生産量のそれゞゝの割合」、操業率は、「組合員の工場に於ける
稼動し得る生産設備の何割何分を動かせたその割合」である。 
  
 
３ 大阪中小機械金属工業の生産復興 
（１）戦後経済統制と闇経済 
 敗戦後、戦時中の統制諸法令が廃止され、経済統制は緩和される一方、維持・継続が図られ
た。戦時期物資統制の根拠法規であった輸出入品等臨時措置法と国家総動員法は、1945 年 12
月に廃止されたが、それらに基づく諸法令は、前者については 46 年 1 月の失効後 6 ヶ月間、
後者については 46 年 3 月の失効後 6 ヶ月間有効とされ、物資の配給統制も統制会・統制組合
（ないし改組した工業会・協議会）によって行われた。46年 10月以降は臨時物資需給調整法
に基づく統制（指定生産資材割当制度は 47 年 4 月以降）が行われ、その前後には、物価統制
（46年 3月 3日物価体系、8月経済安定本部・物価庁設置、47年 7月新物価体系）が敷かれ 
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表 8 大阪中小工業原材料入手状況 
  
入手方法 
業種 種類 
組合配給  其ノ他 
現在手持量/消費量 
織物 石炭 20%  80%   7.0% 
鋳物 銑鉄  
  鋼屑  
  古銑  
手持発註者ノ現物支給 100％  僅少 
  コークス 近畿石炭 40％  闇買 60％  － 
機械器具 金属  30%  70% 相当大ナル見込 
  石炭 
  コークス 
 －  －  － 
利器工具 鉄鋼材   5%  95%  48.6% 
  コークス  50%  50%  16.7% 
  木炭  － 100%  33.3% 
  油類  50%  50%  20.0% 
  硼砂硝酸  100%  60.0% 
  カーバイト  100% 135.3% 
  膠   100% 666.7% 
軽車輌 鉄鋼  24%  76%  － 
  木材  13%  87%  － 
  コークス  30%  70%  － 
農機具 銑鉄  25%  75%  14.3% 
  鋼材  27%  73%  11.3% 
  木材  33%  67%   8.3% 
  コークス  90%  10% － 
琺瑯鉄器 鉄板  40%  60% 191.6% 
  石炭  20%  80%  18.8% 
  釉薬  40%  60% 394.7% 
硝子 石炭  40%  60%  － 
  曹達灰  80%  20%  － 
  石粉  100%  － 
  石灰  50%  50%  － 
  硝石  50%  50%  － 
セルロイド セルロイド生地 100%    50.0% 
  コークス   
  無煙炭   
  石炭 
 20%  80% 
  
刷子刷毛 豚毛   100%  僅少 
  馬毛  100%  〃 
  山羊毛  100%  〃 
  人毛  100%  〃 
  燃料（木炭）  100%  〃 
  石炭  100%  〃 
  薪   100%  〃 
紙製品 原材料  80%  20%  － 
製本業 動力  －  －  － 
  洋紙 紙製品ヨリ入荷スル   材料不足ノタメ手持量ナシ 
  板紙  〃    － 
  和紙  〃    － 
  紙クロース  20%  80%  － 
  布クロース  20%  80%  － 
  縫糸  10%  90%  － 
  布地   5%  95%  － 
  鉄線  90%  10%  － 
  裁断包丁  100%  － 
  小麥澱粉  10%  90%  － 
  和膠   5%  95%  － 
  デキストリン   5%  95%  －   
出所）大阪府商工経済会『中小工業生産状況調査概要』（1946年）、25～28頁より作成。 
注１）記載組合数は莫大小を除く 12組合のみ。 
注２）「－」は不記載、または不明。 
注３）一部数字の明らかな誤りについては修正した。 
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た9。 
 敗戦直後、中小工業は手持資材によって生産することで、厖大な消費財需要に応えていた
が、1946年に入ると手持資材は早くも底をつきはじめ、「終戦当時ニ於テハ大体各業種トモ多少
ノストックヲ保有シテヰタモノゝ様デアルガ、其後ノ補給難ノタメ現在手持量ハ極メテ少量ト
ナツテヰル。例ヘバ自転車ノ如キハ殆ド手持資材ヲ保有シテヰナイ」10という状況に陥った。
大阪中小工業の資材入手状況を表 8によってみると、第 1に、ストックの状況は業種・組合に
よって、また原材料の種類に応じて異なるが、共通して石炭・コークス等の燃料関係は手持量
が少ない11。第 2に、原材料の正規配給（組合配給）は乏しく、「其ノ他」による入手が圧倒的
であった。この「其ノ他」による入手は、同表に書かれているように、なかには発注工場の現
物支給が含まれているが、そのほとんどは闇買いによるものであった。すなわち、「石炭、コーク
ス等の燃料関係の補給は殆ど闇買によつてゐることは次表にも明らかになるが如くであつて、
この点を特に生産の隘路となす業種は十三業種中、鋳物、利器工匠具、軽車輌、農機具、硝子、
セルロイド及び刷子刷毛の七業種に及んでゐる」12。また、「…中小工場は、石炭、コークス等
の燃料関係を始め主要原材料の正規ルートの配給は僅少なるため所謂闇買によつて、これが補
充確保を図る外な」13いと言われていた。 
                                                          
9 臨時物資需給調整法施行後も統制会・統制組合は工業会・協議会、もしくは商工協同組合法（1947年 11
月）に基づく商工協同組合へ改組し、それらがしばらくは物資統制組織として機能していたが、GHQの指
示によって順次閉鎖・解散していくことになる。復興期の統制方式とその機構については、山崎志郎「物
資需給計画と配給機構」（原朗編『復興期の日本経済』（東京大学出版会 2002年））、通商産業省・通商産業
政策史編纂委員会『通商産業政策史 2 第Ⅰ期戦後復興期（1）』（1991年）279～291頁、同『通商産業政
策史 3 第Ⅰ期戦後復興期（2）』（1992年）626～635頁を参照。 
10 前掲『中小工業転換状況調査概要』、14頁。 
11 大阪府商工経済会『中小工業生産状況調査概要』（1946年）は、「緊急金融措置下の大阪中小工業の生産
状況を把握するため関係組合に後掲調査票によつて照会し行つたもの」で、「而して織物、莫大小、鋳物、
機械器具、利器工匠具、農機具、軽車輌、琺瑯鉄器、硝子、セルロイド、刷毛、刷子、紙製品及び製本の
十三組合より」の回答を載せている（1頁）。 
12 同上、24頁。 
13 同上、32頁。大阪中小工業の生産資材不足、とりわけ石炭・コークスの燃料不足は著しいものであった
が、このような燃料不足の原因について、近畿地方商工局配炭課長加々美敬司が 1947年 2月 14日に「現
下の配炭問題」と題して講演している（大阪市経済部商工課『産業復興叢書四 近畿地方商工局、大阪財
務局主管課課長述 中小産業と原材料・配炭・金融』（刊年不明））。その要点をまとめると以下のようであ
った。 
 第 1 に、近畿地方の石炭消費量からは、「最低月三十万トンはほしいところ」であるが、「十五万トン位
のところを割当てられて」おり、「今月（1947 年 2 月－筆者）は二十一万トンの割当となつて」いた（10
頁）。 
 第 2に、しかし、「割当の何パーセントが現物化し得るかということが大きな問題」であり、石炭の入着
状況は 1947年に入って割当に対して 50％を切るようになっていた。石炭は、九州、宇部から陸上輸送（鉄
道）と海上輸送（汽船と機帆船）によって到着するが、1947年 1月の実績では、「九州から約十一万トン、
宇部から約三万トンばかりを持つて来る、輸送機関別にいえば汽船でもつて四万四千トン（これは九州だ
けであります）機帆船で、九州、山口一しよにして七万七千トン、貨車－鉄道で二万三千トン、合計で十
四万四千トンほどのものを運んで来る」計画になっていたが、「この計画に対して実際に船や汽車が運んで
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出所）前掲『戦後大阪に於ける機械金属業界の現状』、41～42頁より作成。 
注）数値は原表のとおり。 
表 9 大阪機械金属工業商業組合仕入状況   
組合ヨリノ配給商品 
組合員ノ全商品仕入量 
配給量 全商品トノ割合 組合名 
終戰前 終戰後 三月以降 終戰前 終戰後 三月以降 終戰前 終戰後 三月以降 
大阪府自転車配給整備統制組合 100 650 380 100 280 220 七割０分 三割０分 四割０分 
近畿ミシン商業統制組合 100 500 2000 100 50 100    
大阪府度量衝器計量器商業統制組合 100 50 80 100 10 30 三割五分 ０割二分 一割二分 
大阪府鉄鋼製品配給統制組合 100 不明 不明 100 不明 不明      
日本建築金物卸商業施設組合 100 不明 不明 100 不明 不明      
平均 100 400 820 100 113 116         
 
  
 以上のように、中小工業の生産資材、とりわけ燃料関係が闇買い中心であったことから中小
工業が生産した製品についても相当闇売りされていたと考えられる。この点について大阪の機
械金属工業関係の商業組合の商品仕入れ状況を調査した表 9をみると、大阪府自転車配給整備
統制組合では、正規配給商品は、全商品仕入量の半分も満たしていない状況にあり、残りの商
品仕入れは闇ルートによっていたと考えられる（実際後述のように、自転車では、相当の闇売
りがされていた）14。また、近畿ミシン商業統制組合でも商品仕入れの伸び率に対して、正規
                                                                                                                                                        
来たのは半分以下」であった（10～11頁）。 
 第 3 に、その理由は、「九州の中でも若松から持つて来るものが半分以上」であるが、「その肝心の若松
港へ筑豊炭田の石炭が十分下りてこないために折角待機してゐる汽船や機帆船に積込むことが出来ない」
ためであり、それは、「筑豊から若松迄の鉄道－貨車の輸送が円滑でなかつた」、「九州の地内で相当とつて
しまうから若松へ来るのがなくなる」、「鉄道が筑豊から沢山とれるものだから若松、つまり大阪向けのも
のが少なくなる」といった事情によるものであった（11～12頁）。 
 第 4に、若松経由以外の長崎県や佐賀県からの石炭も、「西九州の方は浪の荒い玄海灘を通つて来なけれ
ばならないために小さな機帆船では持つて来れない。大きな機帆船でも少し浪の高い日には行きたがらな
い」ために、充分に輸送されず、「汽船で持つてくればいゝわけでありますが、汽船も今では数が少いのと、
ボロ船が多いため」輸送されない状況にあった（12頁）。 
 第 5に、以上の理由で 1947年 2月の配炭は 21万トンの割当てがあるが、11万トンほどしかはいらない
見通しとなっていた（内、九州炭は 8万トンほど）。しかもこのうち、特殊需要、ガス、電力、鉄鋼業への
配炭が優先的に行われるために一般産業への配炭はほとんどない状態となっており、「大体二十一万トンの
割当のうち一般産業は五万トンの割当があるのであります。その五分の一もむずかしいのぢやないかとい
うことになつておりますので、現在各工場が枠だけはもらつても石炭がもらえないという現象を発生」さ
せていた（13頁）。 
 このように石炭割当自体が需要に見合っていないこともさるごとながら、その輸送が極めて不整備で、
そのために中小工場が石炭を入手できていなかった。なお、中小工場が入手している闇ルートの石炭はど
こを経由したものであったのかであるが、これについては、若松港経由の海上輸送ルートで発生していた
（GHQ/SCAP Records/CAS(D)04002/OSAKA MILITARY GOVERMENT TEAM RESOURCES- 
COMMERCE-INDUSTRY SPECIAL REPORT SUBJECT:Black Market Activities/16 January 1947）。 
14 前掲『戦後大阪に於ける機械金属業界の現状』の「第二部 商業」での調査は、「機械金属関係商業統制
組合、六組合に対し調査票を発送、その回答を求めたる処、一組合解散、五組合より回答を得た」もので
ある（36頁）。 
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配給商品量の伸び率が対応していないことから、同様に闇ルートでの商品仕入れが相当あった
と考えられる。これらは、商業組合の商品仕入れであるが、当然、生産者も直接に闇売りをし
ており、大阪府自転車配給整備統制組合では、「諸物価昂騰に伴ひ生産業者の製品製品し多く現
配給は僅かにして販費に多大の困難を感ず」15などと言われていた。 
 
（２）自転車生産と闇経済 
 中小機械金属工業と闇経済との関わりについて、自転車生産を事例に大阪市経済部商工課が
まとめた資料によりつつもう少し詳しくみておこう16。 
①生産状況 
 自転車は、見返物資の 1つであったから、政府計画に基づいて生産計画が定められていた。
これに対する 1946年度の生産実績（全国）は、174,000台であり、「五力年計画の第一年度二
○万台の計画は今一歩の所で及ばない」が、「諸種の生産の隘路の為めに各業者が如何に悪戦苦
斗して来たかを思ふ時此の成果は第一年度としては大きなもの」17と評価されていた。大阪の
生産については、「現在の大阪の生産能力は月産三五、○○○台であるが、以上の能力を業者は
確信してゐる。（戦前全国の生産能力は月産一二－一三万台）従つて部分品の一部に至つてはす
でに生産過剰の状態にあって○公を下廻る価格を示してゐるものもある…尚現在大阪に於ける生
産能力に対する生産の率は約三割程度である」18と言われ、46年段階で、早くも資材関係など
の困難がなければ戦前の生産水準を達成できる状態にあった。 
 しかし、ここで言われている生産実績には闇製品が含まれておらず、全国で「闇に品れた製
品の数量を推測する時は優に三五○、○○○台を突破してゐるものと見られてゐ」19た。つま
り、正規ルートの自転車製品数量の倍以上が闇製品として生産されていると推測されており、
大阪においても相当量の闇製品が生産されていた。こうした闇製品生産については、「何故斯く
も多数の製品が闇に品れるかと言ふに、それは現在各業者の中には良心的に生産に当り各種の
隘路を突破して相当捏度の良質製品を製作してゐる者もあるけれども終戦後道義心の低下し良
心の麻痺した一部悪徳業者が所謂金儲主義に徹し粗悪品を形式的に製作し勿論検査は受けず闇
から闇に品してゐるからである」20と言われていた。 
②生産資材の入手状況 
 自転車生産の場合、生産量の 3割を「物交用」として使用することが許可されていたので、
これを利用しつつ生産資材を入手していたが、それでも慢性的な生産資材不足の状況に置かれ
                                                          
15 前掲『戦後大阪に於ける機械金属業界の現状』、43頁。前掲『中小工業転換状況調査概要』では、鋳物
について、「当初ヨリ闇ニ品ス目的ヲ以テ生産サレタノデハナイカト思ハレル」（10頁）とある。 
16 以下は、大阪市経済部商工課『大阪に於ける自転車工業の現状』（1947年）に基づく。なお、戦後復興
期の大阪での自転車生産については、田中幹大「戦後復興期大阪における自転車産業と中小機械金属工業」
（大阪市立大学『経営研究』第 59巻 4号 2009年）を参照。 
17 前掲『大阪に於ける自転車工業の現状』、7頁。 
18 同上、8頁。 
19 同上、7頁。 
20 同上、7頁。 
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ていた。自転車製造に必要な鉄鋼資材については、「生産割当量に対して約一割程度の配給割当
しかなく而も第二四半期の配給資材が未だ入荷せぬ状況にあつて業者は手持資材の品用又は闇
資材の入手等により漸くその不足を補つてゐる。…手持資材又は闇資材も愈々拂底を来し近き
将来に於て生産の減少は免れ難く前途は誠に憂慮すべきものがあるが生産割当て量に比して配
給量の僅少なのは各業者に於て生産量の三割を物交用として使用を許されてゐる関係もあるが
実際に配給量は焼石に水の如く僅少である」21と言われていた。しかも、鉄鋼の手持・闇資材
の場合、「材質の点に於て非常に悪く例へば板材等にしても加工中に折損することが多い」22と
不良品が多く、生産ロスを発生させていた。 
③販売経路－闇製品の品通－ 
 戦時末期には、「自転車等統制規則」が制定され、「全国自転車統制組合」が軍需省の指令に
基づき生産数量を指示し、生産品を一括買受けし、それを府県の自転車配給整備統制組合に一
元的に配給していた。敗戦後しばらくして、自治統制機関として「自転車協議会」が設立され、 
「自転車等統制規則」を廃止して「自転車生産配給統制要綱」によって自治的に統制配給を行い、 
「全国自転車統制組合」の事業は、「自転車協議会」に引き継がれることになった。 
 「自転車協議会」は、自転車部分品の製造業者によって構成される「自転車製造組合」「リヤ
カー製造組合」と各地区の販売業者・修理業者によって構成される販売整備組合からなる「自
転車リヤカー販売整備組合連合会」、自転車輸出業者から構成される「自転車貿易協会」から
構成され、同協議会が自転車の配給機関となっていた23。販売経路は、図 1 のようになってい
た。 
 自転車業者（完成車工場、部品工場）は、配給資材、手持資材、また、物交用自転車との取
引で得た闇資材をもとに製品を生産する。製品は販売整備組合へわたり、そこからまた販売業
者へと品れる。販売業者では、「製品の仕入状況を見るに組合員の全仕入量に対して配給量は約
三割に過ぎず配給量のみにては到底営業を継続することが不可能である為め已むなく不足分は
闇製品を購入して営業してゐる現状であ」り、「販売には○公の制限があつて闇価格は勿論○公価格
に比して問題にならぬほど高価であるから従つてその差額は自然赤字となる訳であるが部分品
販売に際しては必らず修繕料、手数料等が伴ふので業者はこの間に於て不足額を調整してゐ」24
た。しかし、実際には販売業者が自転車を闇売していたと考えられる。したがって、自転車闇
製品は、１）闇資材獲得のための物交用自転車、２）生産者自身による製品し、３）販売業者
による販売、によって発生したと考えられるのである。 
 1947年 3月の GHQの団体制限の指示で「自転車協議会」が解散し、また同様に、「自転車
製造組合」「リヤカー製造組合」なども解散した後は、さらに自転車問屋・ブローカーが自転車
                                                          
21 同上、10頁。 
22 同上、10頁。 
23 このほかに「日本自転車検査協会」があり、自転車製品は総て当検査協会の検査を受けなければならな
かった。 
24 同上、20頁。 
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製品の闇品通を加速させていった25。闇経済は、中小機械金属工業を自転車生産に参加させ、
また問屋・ブローカー群を再形成させていったのである。 
 
図 1 販売経路 
 
  闇資材     手持資材     配給資材     手持資材     闇資材 
 
 
          完成車工場              部品工場 
 
 
  物交用      製品                製品      物交用 
 
 
                  販売整備組合 
 
 
               特殊需要家  販売業者 
 
 
                       需要者 
   
出所）大阪市経済部商工課『大阪に於ける自転車工業の現状』（1947年）、21 頁。 
  
（３）中小機械金属工業の「製品種目の多種性と消費財的傾向」 
 敗戦後の厖大な消費財需要と闇経済の広がりは、中小機械金属工業の生産を消費財に傾斜さ
せるとともに多種にわたる製品種目を生産させるようにしていった。大阪の中小機械金属工業
を対象にした調査ではないが、1947～48年に日本興業銀行調査部が行った東京都の中小機械
器具工場の調査によると、東京都中小機械器具工場の生産は「製品種目の多種性と消費財的傾
向」と特徴づけられていた26。 
                                                          
25 自転車産業振興協会『自転車の一世紀』（1973年）、369～372頁。 
26「戦後中小工業の実態分析（Ⅰ）－機械器具中小工業実態調査の中間報告－」、「戦後中小工業の実態分析
（Ⅱ）－機械器具中小工業実態調査の中間報告－」、「戦後中小工業の実態分析（Ⅲ）－第二次中小工業実態
調査の中間報告－」（日本興業銀行調査部編『産業金融時報』第 6号 1948年、第 8号 1948年、1949年）。
同調査は、1947年から 48年にかけて行った 2回の調査結果を載せたものである。第 1回調査については、
「同行行員のほか復興金融金庫職員、立教大学学生、東京大学学生が各工場を実査して作成した調査票を
もとにし之を集計ないし分析」したもので、「調査の時期は昭和 22年 4月以降約 2ヶ月間、調査対象は都
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 「製品種目の多種性」については、「新円稼ぎとしての副業（主として消費材
ママ
）生産化の戦後
的傾向に基づく」もので、「一つ一つの商品需要が小さく充分な稼動の為には小需要の商品を
いくつも造り多角的に経営せざるをえないという事情」があり、また、「工場の半ば近くが親工
場、問屋の下請をして」おり「2 つ以上の親工場、問屋と結びついているのを通常とするか
ら、そこから 2種以上の製品が必然化されることもあり、又一方で下請をしながら、下請を切
られることの安全弁として自己の製品をもつという傾向によつて 2 種類以上になる」27とされ
ていた。「消費財的傾向」については、「軍需工業からしめ出された群小工場が直に安定的業種
に転換出来なかつたこと、更に激化する資材不足とインフレとに追いたてられて一時的つなぎ
の為に、又新円かせぎのため消費材
ママ
の生産に走つた」のであって、「生産材
ママ
の傍ら消費材
ママ
を生産
して赤字を埋めるという工湯が多いことは現在一般的」であり、調査工場においても、「資材の
入手は闇買が一般的で、その為の新円需要は回転率のおそい生産材
ママ
のみに専業することも許さ
」ず、「公定価格のないもの、しかして回転が早く、資材が少なくて済みその上直接市場に結び
ついて直に現金化しうるもの、－そのような要求から厨房用品その他の金物、簡単な板金プレ
ス工作で出来る器具類を造る」28ようになったとしている。 
 このように同調査では中小機械器具工場が 1946 年 2 月の金融緊急措置以降、資材入手、
とりわけ闇資材を入手するためには、新円を獲得する必要があり、そのためには現金化が容易
で、速く調達できる消費財を、生産財の傍らで生産しなければならず、それを 2つ以上の「親
工場、問屋」と結びつくことによって行い、そのため、製品種目も多種になっている状況を報
告していた29。しかも、こうした傾向は、大工業の生産サボタージュによってさらに加速され、 
「大産業は不利な條件の下で無理に生産を高めるよりも、ともすれば資材の闇売によつてイン
フレ超過利潤を得、意識的或は無意識的に生産サボに陥る傾向がある」30。そして、「大工業か
ら品出する資材の顧客こそ他ならぬ中小工業なのである。勿論資材を闇買した中小工業自体も
之を回転のおそい長期的生産過程に投入するよりも、生産期間の短かい加工生産、多く消費市
場と直接結びつく商品を生産し、之を闇市場に品すとゆう方向に誘惑されている」31とされて
                                                                                                                                                        
内 58工場であるが、著しく不完全な調査しか為しえなかつた分を除き、55工場について集計ないし分析
を行つた」ものである（前掲「戦後中小工業の実態分析（Ⅰ）」、18頁）。第 2回調査は、「本行取引先関係
43社、その他 103社」を対象としたもので、調査概要は、次の通りであった。「１．調査対象－東京都を
中心として、各種の工業部門に亘り従業員 200人以下の企業を対象とした。但し、例外的に従業員 201人
以上の企業 5社が含まれてゐる。／１．調査時期－昭和 23年 6月以降、約 2ヶ月間。／１．調査方法－約
半数は調査員が調査票を持つて実査、約半数は調査票を郵送して相手方に記入して貰つたものである」（前
掲「戦後中小工業の実態分析（Ⅲ）」、1頁）。なお、この調査結果は中小企業庁編『中小企業の位置と問題
点』（日本経済新聞社 1950年）にも利用されている（110頁）。 
27 前掲「戦後中小工業の実態分析（Ⅰ）」、24頁。 
28 同上、24頁。 
29 金融緊急措置令については、大蔵省財政史室編『昭和財政史 終戦から講和まで 12金融（1）』（1976
年）、69～164頁参照。 
30 前掲「戦後中小工業の実態分析（Ⅰ）－機械器具中小工業実態調査の中間報告－」、35～36頁。 
31 同上。 
摂南経済研究 第 1巻 第 1・2号 (2011) 
―  ― 68
出所）大阪商工会議所調査課 関西中小工業協議会『大阪中小工業の現状－実態調査報告－』（1948年）、7～15頁より作成。 
注）「●」は判読不能を示す。 
いた。 
 
表 10 大阪中小機械器具工場の生産品目 
  
企業 
番号 
生産品目 
従業員
数（人）
企業
番号
生産品目 
従業員
数（人）
企業
番号
生産品目 
従業員 
数（人） 
（1） 製綿カード 3 送●機 （36） カードピン 46 
鉄ニツプル 風道菅 積算電力計軸受 
（２） 
鉄ソケツト 
4 
（21）
及部分品 
26 
指示計器用軸受 
パン窯 ベンチドリル 
（37）
硝子● 
47 
アイロンベース ブレストドリル 手提電燈 （３） 
センベイ焼機 
4 （22）
ピツトプレス 
27 
●見電燈部品 
キーソケツト ドラバースホイルグラインダー ベローライト 
（４） 
胴 
4 
ロングローラーグラインダー 
（38）
約定器 
49 
（５） 小型冷凍機 7 
（23）
カードエコマイザー 
30 
自動車用各種瓦斯発生装置 
加工 農機具部品 
（39）
その他 
51 
（６） 
修理 
9 
自転車部品 スピーカー 
（７） メリヤス機械 10 
（24）
甲丸レール 
31 
ラジオ部品 
焼玉機関修理 ナイフ 
（40）
その他 
52 
小型機修理 
（25）
時計バンド 
36 
電気スタンド （８） 
小修理 
12 
ハンドピース 
（41）
コード 
80 
自動車部品 コントラアングル 鉄菅捻子型 
（９） 
自転車部品 
12 
（26）
置時計 
38 
（42）
チエザー 
83 
（１０） 現在製造中止 修理ノミ 12 謄写版 ●●及備起動モーター 
製粉機部品 
（27）
謄写● 
38 （43）
三相誘導モーター 
85 
オフセツト印刷機 手動式メリヤス機械 変圧器 
チユーブ、クリナー、カツター 自動圧送式注油機 線輪 
（１１） 
一般切削工具 
13 
（28）
空気機械類 
39 
高声機 
自転車スタンド 電気器具部品 
（44）
其他無線部品 
85 
自転車部品 自動車部品 綿織機部品 （１２） 
其他小物下請 
15 （29）
瓦斯器具部品 
43 
ガス器機 
紡機 活版機 
（45）
冷凍機 
96 
（１３） 
自転車部品 
17 （30）
輪転機 
43 
（46） 自転車ペダル 105 
列車用発電器凾及部品 一五〇kg台秤 木工機械 
船舶諸機械及部品 一〇〇ｋｇ台秤 内燃機部品 （１４） 
ワイヤフルド製作機 
18 （31）
二〇〇ｋｇ台秤 
64 
歯切加工 
（１５） 蒸●機 19 オイルジヤツキ 
（47）
その他 
117 
万能刻機 
（32）
ガレージジヤツキ 
43 
（48） 撚糸機 128 
●削機 アンプケース 扇風機 
引延機 シヤーシト 排気扇 
（１６） 
切断機 
20 
ストツパー 
（49）
電動機 
359 
製麺機 ステ      
（１７） 
ミシン部品 
20 
スイツチ     
メリヤス機部品 
（33）
ダイアル 
44 
    
紡機部品 バツキユームクリナー     
ゲージ レヂスター部品     
（１８） 
バネ 
22 
トーチランプ其他     
高圧配電盤 ダイナミツク部品     
低圧配電盤 工具類其他     
分電盤 
（34）
農機具 
45 
    
（１９） 
其他開閉器 
24 
練ロール機     
紡織機械 カレンダーロール機     
（２０） 
紡織機械部品 
25 
減速機     
      
（35）
その他 
46 
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 こうした東京都の中小機械器具工場の調査でみられた特徴は、大阪でも同様であったと考え
られる。同時期（1948 年 3 月末）の大阪の中小機械器具工場の生産品目の調査によれば（表
10）、49 社にすぎないとはいえ消費財的製品、複数の製品種目を手がける業者があることがわ
かる。また、大阪中小工業の製品種目の多種性は、当時から中小工業の生産上の問題点として
みられており、大阪の企業・工場診断を指導していた園田理一（大阪府立産業能率研究所所長、 
中小企業庁指導局長（指導部長）などを歴任）は、「大体において経営困難を訴えてくる業者を
診れば殆んど大部分、品種目が多く多種生産式で連日、生産品種の切替えによる使用機器、作
業場、工員は段取替えのため少なからぬ混雑と浪費をくりかえし、あるものはあたかも試作の
連続のごとき実状さえ見うける。こん後、競争に備える条件の一つとして多種生産に悩むもの
は須らく単種生産へ転換を行うべきであつてしかもその単種製品は自己の最も特徴を発揮しう
る条件のものを選定することである」32と指摘していた。 
 
４ 1950年代前半までの大阪中小機械金属工業の展開 
 
 以上にみたように大阪中小機械金属工業は、戦争による甚大な被害を受けながらも敗戦後急
激に工場を増加させていった。大阪中小機械金属工業の生産復興は、消費財的機械製品の生産
を基調としつつ、闇経済に深くかかわりながら、また複数の親工場、問屋と結びつき多品種生
産することによって行われた。しかし、1947年後半から傾斜生産方式が成果をあらわしはじめ、
48年の価格補正によって闇・公定価格差が縮小傾向を示すなかで、48年 12月に「経済安定 9
原則」が発表された。そして、翌 49 年 2 月には総需要抑制、単一為替レートの設定・補助金
廃止、政府貯蓄と対日援助による民間投資資金の供給という 3つを柱に「一挙安定」をはかる
ドッジ・ラインが実施される。インフレは鎮静し、デフレ効果が危機的状況を作り出すなかで
50年 6月に朝鮮戦争が勃発すると、いわゆる「特需ブーム」をもたらすことになる。この過程
で漸次、統制は撤廃されていった。 
 ここでは、ドッジライン・朝鮮特需が中小工業に与えた影響を確認した上で、1948 年～50
年代前半の大阪府下で中小機械金属工業の再集積がどのように展開したかを検討する。 
 
（１）ドッジライン・朝鮮特需と中小工業 
 1948年 8月に設置された中小企業庁は、ドッジ・ライン実施下の中小企業の状況を調査した。
中小企業庁編『中小企業の位置と問題点』（日本経済新聞社 1950年）では、こうした調査をも
とに「経済安定の中小企業に及ぼした影響」について言及している。そこでまず取り上げられ
ていたのは、中小企業の「金詰まり」の問題であった。すなわち、「…第一は中小企業における
金詰りの問題である。…金づまりの原因についてみれば、…物価騰貴による購入資金の増加、
                                                          
32 大阪府工場協会編『大阪を中心とした中小工業の戦前戦後 第壱輯』（1948年）、12頁。園田理一の活
動については、沢井実「ある能率技師の戦前・戦中・戦後－園田理一の活動を中心に－」（『大阪大学経済
学』49巻 3・4号 2000年）参照。 
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賃金、給料の引上げによる人件費の増加等のインフレ的要因は交代し、これに代つて売掛金の
回収不円滑がいちだんと大きくなるとともに、売行の不振が占める比重がいじるしく増大する
等販売面の要因が顕著になつてきた…」33と指摘していた。 
 中小企業の「金詰まり」状況を中小企業庁振興部広報課『中小企業金融実態調査』（1950 年
3月）から確認すると、「非常に苦しい」（1,900件、38.3％）、「苦しい」（1,894件、38.0％）、
「何とかやつている」（1,097 件、22.0％）、「割合らくだ」（42 件、0.9％）、「不明」（30 件、
0.8％）となっており、「非常に苦しい」「苦しい」が 8割近くを占めていた。そして、この「金
詰まり」の原因を表 11によってみると、「税負担の加重と徴税の強行」「売掛金回収の不円滑」
「売行の不振」が主な原因となっており、引用にあるように「販売面の要因」が大きかった。 
 但し、「金詰まり」の原因は業種別によって違いがある。表 11によれば、機械金属関連業種
では、「税負担の加重と徴税の強行」が原因としてもっとも多いのに変わりはないが、「売掛金
回収の不円滑」の比率が高く、さらに「金属工業」「機械工業」「金属製品工業」「電気機械器具
製造業」では「親工場、問屋の支支遅遅」が原因として大きかった。これは表 12 にあるよう
に機械金属工業関連業種の中小工業では他業種に比べて「親工場、問屋」をもつ割合が高かっ
たことに起因していたと考えられる。特に、「機械工業」「金属製品製造業」では「親工場、問
屋」を「もっている」が「もっていない」を上回っていた。 
 
表 11 中小企業の「金詰まり」原因（企業数、％） 
  
業種（企業数） 主な「金詰まり」原因 
全業種 
（16,175） 
税負担の加重と徴税の強行 
（3,148、19.5%) 
売掛金回収の不円滑 
（2,408、14.9%） 
売行の不振 
（1,708、10.5%） 
金属工業 
（1,238） 
税負担の加重と徴税の強行 
（247、20.0%） 
売掛金回収の不円滑 
（208、16.8%） 
親工場問屋の支払遅延 
（108、8.7%） 
金属製品工業 
（1,390） 
税負担の加重と徴税の強行 
（255、18.3%） 
売掛金回収の不円滑 
（236、17.0%） 
親工場問屋の支払遅延 
（129、9.3%） 
機械工業 
（1,855） 
税負担の加重と徴税の強行（329、17.7%） 
売掛金回収の不円滑（329、17.7%） 
親工場問屋の支払遅延 
（192、10.4%） 
電気機械器具 
製造業 
（740） 
税負担の加重と徴税の強行 
（129、17.4%） 
売掛金回収の不円滑 
（125、16.9%） 
親工場問屋の支払遅延 
（62、8.4%） 
運輸機械器具 
製造業 
（407） 
税負担の加重と徴税の強行 
（98、24.1%） 
売掛金回収の不円滑 
（79、19.4%） 
原料その他購入資金の増加 
（34、8.4%）、 
銀行の貸出制限 
（34、8.4%） 
精密、光学、 
医療及び理化 
学機械器具 
製造業（302） 
税負担の加重と徴税の強行 
（56、18.6%） 
売掛金回収の不円滑 
（41、13.6%） 
銀行の貸出制限 
（26、8.6%） 
  
出所）中小企業庁振興部広報課『中小企業金融実態調査』（1950年）より作成。 
                                                          
33 中小企業庁編『中小企業の位置と問題点』（日本経済新聞社 1950年）、59頁。 
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表 12 親工場、問屋との受注関係（企業数、％） 
  
  親工場、問屋の有無 
  もっている      もっていない 不明 
全業種（4,963） 1,872（37.7%） 3,048（61.4%） 43（0.9%） 
金属工業（355） 169（47.6%） 184（51.8%） 2（0.6%） 
金属製品工業（414） 217（52.4%） 191（46.2%） 6（1.4%） 
機械工業（543） 279（51.4%） 262（48.2%） 2（0.4%） 
電気機械器具製造業（207） 98（47.3%） 106（51.2%） 3（1.5%） 
運輸機械器具製造業（128） 41（32.0%） 87（68.0%）      - 
精密、光学、医療及び理化学機械器具
製造業（85） 
43（50.6%） 41（48.2%） 1（1.2%） 
  
出所）表 11に同じ。 
  
 「金詰まり」状況に陥った中小企業の「苦境に陥つた最後の手段はいうまでもなく縮小、休
止、閉鎖等のいわゆる企業整備」34であった。中小企業庁編『位置と問題点』は、中小企業庁
『中小企業事業所整理状況調査』から縮小、休止、閉鎖を内容とする「整理」が従業者規模の
小さいほど件数が多かったことを指摘していた35。しかし、中小企業の整理件数・人員数の推
移を、『中小企業事業所整理状況調査』から比較可能な 13 道県についてみれば、1950 年 7 月
以降で整理件数、人員数ともに半分以下へと急減していた（表 13）。これは、「第一に朝鮮動乱
に基く特需が直接あるいは間接にもたらした好景気であり、第二には前期までに一応整理すべ
きものは整理されたという事情によるもの」36であった。中小企業の「整理」は、50年 6月ま
でで一区切りをつけており、ドッジラインの影響は一時的なものであった。 
 
表 13 中小企業事業所「整理」状況（13道県） 
  
  整理件数 整理人員数
1950年 1月～3月 1,549 21,726 
1950年 4月～6月 1,494 18,706 
1950年 7月～9月 642 11,834 
1950年 10月～12月 328 4,907 
  
出所）中小企業庁振興部広報課『中小企業事業所整理状況調査』 
（1950年 8月、11 月、1951年 2月、3月）より作成。 
注１）13道県：北海道、秋田、山形、新潟、栃木、群馬、埼玉、 
神奈川、愛知、石川、奈良、島根、高知。 
注２）1950年 4月～6月の栃木の整理人員数は不明。 
  
 朝鮮戦争によって発生した中小工場関係の直接的な特需物資は「機械関係では、メタル製品、 
電球、有刺鉄線、ボールドナット、シヤベル、金属容器、ストープのパーツ、消火器、アルミ
                                                          
34 同上、68頁。 
35 同上、70頁。 
36 中小企業庁広報課『中小企業事業所整理状況調査』（1951年）、7頁。 
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容器、繊維製品では、綿糸、綿布、帆布、砂袋、天幕、バック類、毛布、ターポリング雨合羽
等」で、そのほかでは、「通信機絶縁電線、扇風機、蓄電池、チェーン、自動車部品、蒸気機関
車、バス、トラック、トレーラー、木造船航空機部品、電球、木造家具、下衣類、コート」37と
言われていた。大阪の場合、特需は、「金属二次製品と繊維製品に多く」、「機械器具関係の特
需は比較的少量である」38と言われており、機械工業中小工場では、砲弾といった武器需要に
対して大企業が生産系列を編成し、中小の下請工場に発注するという形で関わっていた。例え
ば、大阪金属工業は砲弾製造にあたって、蓄音機、邦文タイプ、自動車メーター、農機具、紡
機部品等の中小工場を新たに下請工場としていつた39。 
 中小機械金属工業にとっては朝鮮特需それ自体だけでなく、特需による各々産業からの間接
需要と、朝鮮戦争を契機とした世界的な軍備拡張による直接・間接の海外需要が意味を持った。 
例えば、自転車では朝鮮戦争の勃発によって直接特需物資としての影響はみられなかったが、
世界的な軍需生産の増大による自転車供給不足、生産品の需要逼迫、需要国のドル保有の円滑
化によって輸出が伸び、生産が増大した40。この時期から機械輸出は大幅に拡大し、特に中小
機械金属工業は、ミシン、自転車、カメラなどアッセンブル方式と言われる発達した分業構造
のもとで生産していたので、これらの製品輸出の拡大が生産の拡大につながっていった41。 
 
（２）大阪中小機械金属工業の地域・業種展開 
①全国・大阪の中小工業の拡大 
 ドッジライン・朝鮮特需を経て 1950 年代前半までに大阪における中小機械金属工業はどの
ように展開していったのであろうか。まず表 14によって 48～54年の事業所数・従業者数の変
化をみると、全国、大阪ともに 48年から 54年にかけて全業種の事業所数・従業者数は拡大し
ていった。45～47年の拡大と比較すると伸び具合は下がっているものの、全業種事業所数で全
国 1.8倍、大阪 2.1倍となり、金属製品で全国 1.8倍、大阪 1.9倍、機械関連で全国 1.4倍、大
阪 1.4倍の伸びとなった。 
 但し、1948～54年の事業所数の伸びには波があり、ドッジラインと朝鮮戦争による特需が発
生した 49～50年にかけて事業所数は急激に増加しているが、51～52年にはわずかに増加して
いるのみであった。51～52年は特需の反動によるものであるが、表にあるとおり、機械関連の
事業所数は減少さえしていた。 
 1948～1954年の事業所数・従業者数の拡大の中心は 45～47年と同じく中小工業であった。 
                                                          
37「特需・新特需問答－中小企業にも受註の機会を－」（『中小企業情報』第四巻第七号 1952年）。 
38 大阪商工会議所調査部『特需受注の実態（一）－大阪府下の線材二次製品業界について－』（1952年）、 
1頁。 
39 大阪商工会議所調査部『特需受注の実態（三）－砲弾の生産系列についての一考察』（1953年）。 
40 大阪商工会議所、大阪経済調査会『昭和二十七年版大阪経済年鑑』、489頁。 
41 沢井実「機械工業」（西川俊作・尾高煌之助・斉藤修編著『日本経済の 200年』日本評論社 1996年）、
312頁。大阪自転車産業のアッセンブル方式については、前掲「戦後復興期大阪における自転車産業と中
小機械金属工業」、ミシンについては大阪通商産業局編『ミシン工業』（ミシン月報社 1951年）を参照。 
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表 14 1948～1954年全国・大阪製造事業所数・従業者数の推移（従業者数４人以上） 
  
全国 
全業種 機械関連 金属製品 
年 
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 
1948 100,304 2,939,821 17,237 797,389 6,306 118,110  
1949 108,743 3,325,745 17,947 816,698 5,946 122,211  
1950 156,223 3,860,814 20,969 812,904 8,538 143,394  
1951 166,395 4,237,698 21,761 862,118 9,318 164,828  
1952 168,107 4,305,913 21,591 891,342 9,808 177,649  
1953 172,612 4,658,187 22,341 978,776 10,711 214,752  
1954 184,486 4,737,254 23,512 974,499 11,552 219,009  
大阪 
全業種 機械関連 金属製品 
年 
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 
1948 9,369 307,108 2,655 97,249 1,305 29,993  
1949 10,224 342,074 2,740 94,927 1,268 32,734  
1950 14,272 405,140 3,377 101,499 1,748 32,502  
1951 15,913 458,893 3,521 106,493 1,931 38,029  
1952 16,200 472,077 3,372 109,706 2,002 39,873  
1953 17,088 525,442 3,471 121,679 2,176 48,018  
1954 19,554 529,889 3,723 119,135 2,440 50,717  
  
出所）表 3に同じ。 
注１）産業分類などが異なるため表 3とは接続しない。 
注２）機械関連は「機械（武器を含む）」「電気機械」「輸送機械」「精密機械」の合計。 
 
表 15 全国の従業者規模別事業所数・製造品出荷額等の推移（1948～1954年） 
        製造品出荷額等単位：百万円 
従業者 3人以下 従業者 4～49人 従業者数 50～199人 従業者 200人以上 
年 
事業所数 
製造品
出荷額等
事業所数 
製造品 
出荷額等 
事業所
数 
製造品 
出荷額等
事業所数
製造品 
出荷額等 
製造品出荷額等
構成比（従業者
数 199人以下
/200人以上） 
1948 119,772  49,748 92,060  291,191  6,457 168,004 1,769 365,875  139.1% 
1949 131,464  65,570 99,194  401,313  7,558 280,627 1,979 760,384   98.3% 
1950 196,225  77,946 146,105  633,304  7,854 433,236 2,214 1,227,556   93.2% 
1951 227,363  119,581 155,303  1,002,189  8,645 718,300 2,399 2,307,476   79.7% 
1952 230,294  143,965 156,613  1,218,443  8,997 867,353 2,449 2,530,305   88.1% 
1953 233,176  168,660 159,783  1,512,887  10,097 1,116,840 2,684 3,078,502   90.9% 
1954 245,953  193,164 171,754  1,691,619  9,984 1,185,049 2,694 3,177,316   96.6% 
  
出所）表 3に同じ。 
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表 16 大阪府下従業者数規模別工場数の変化 
  
  1949年 1952年 
1～4人（3人以下） 6,897 11,781 
5～49人（4～49人） 9,441 14,685 
50～199人 1,109 1,285 
200～499人 156 203 
500人以上 58 90 
  
出所）大阪府統計課『昭和二十五年版 工業調査結果表』、大阪府総務 
部統計課『昭和28年版 工業調査結果表』より作成。 
注１）1949年の従業者区分が「1～4人」「5～49人」、1952年の従業者数 
区分が「3人以下」「4～49人」。 
注２）1949年の工場数には公立、修理、休業工場が含まれている。 
  
表 15 にあるとおり、全国で従業者数規模が小さいほど事業所数は増大していった。また、表
16によって 49年、52年の大阪府下工場数の変化を従業者数規模別でみても 50人未満の工場
の増加が最も多かった。しかし、45～47年の場合と大きく異なるのは、表 15にあるように製
造品出荷額等（生産額）で中小工業の比重が低下したことである。49年に 199人以下の比重が
100％を下回り、以後起伏を含みながらも下がっていくことになる。これは戦後の再編を終え
た大工業が次第にその生産を拡大させていったためであった。 
②大阪府下における工場の地域編成 
 以上のように全国・大阪で 1948～54 年に事業所数・従業者数は増加していったが、大阪府
下ではどのように地域的に分布したのであろうか。表 17によって、52年時点をみると、工場が
もっとも多く集中していたのは大阪市（17,540工場）で、大阪の工場数の 6割を占めていた。
また、1,000 以上の工場数があるのは、堺市、布施市、泉北郡、中河内郡であり、大阪府下工
場数の 2割を占めていた。すなわち、大阪市、堺市、布施市、泉北郡、中河内郡の三市二郡で
大阪府工場数の 8割を占めていた。 
 
表 17 大阪府下市郡別工場数（1952年）＜全従業者数規模＞ 
  
大阪市 17,540 八尾市 288 
堺市 1,457 泉佐野市 197 
岸和田市 466 富田林市 252 
豊中市 97 寝屋川市 68 
布施市 1,419 三島郡 134 
池田市 57 豊能郡 216 
吹田市 122 泉北郡 1,088 
泉大津市 515 泉南郡 709 
高槻市 109 南河内郡 752 
貝塚市 371 中河内郡 1,451 
守口市 169 北河内郡 363 
枚方市 106 合計 28,044 
茨木市 98     
  
出所）大阪府総務部統計課『昭和28年版 工業調査結果表』より作成。 
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 この三市二郡の製造業種の内容を表 18 からみると、大阪市で工場数が多いのは金属製品製
造業と機械製造業であり、堺市、布施市、中河内郡各々のなかでもその 2業種の工場数は多か
った。堺市では輸送用機械器具製造業の工場数が金属製品製造業についで多かったが、これは
自転車関連の工場数が多いことによっていた。布施市、中河内郡では第一次金属製造業、金属
製品製造業、機械製造業の工場が多かったが、中河内郡では紡織業、衣服及び身廻品製造業の
工場も多かった。堺市、布施市、中河内郡に比較して大きく異なるのが泉北郡で、もっとも多
いのは紡織業であり、それに次ぐのがガラス及び土石製品製造業であった。 
 
表 18 産業分類別大阪市郡工場数（1952年）＜全従業者数規模＞ 
  
  大阪市 堺市 布施市 泉北郡 中河内郡 
食料品製造業 1,482 156 59 39 73 
紡織業 583 207 86 593 119 
衣服及び身廻品製造業 1,607 27 48 26 117 
木材及び身廻品製造業 1,124 94 51 19 25 
家具及び装備品製造業 728 30 19 13 24 
紙及び類似品製造業 660 23 39 2 44 
印刷出版及び類似産業 1,024 14 17 3 10 
化学工業 664 57 54 9 60 
石油及び石炭製品製造業 63 6 4 - 5 
ゴム製品製造業 126 4 11 1 18 
皮革及び皮革製品製造業 492 5 30 1 13 
ガラス及び土石製品製造業 496 37 16 307 81 
第一次金属製造業 823 48 104 1 139 
金属製品製造業 2,783 275 250 3 235 
機械製造業 2,146 154 236 23 136 
電気機械器具製造業 639 18 46 3 25 
輸送用機械器具製造業 490 263 52 3 33 
医療機械理化学機械写真機光学機械器
具及び時計製造業 
274 8 19 6 68 
その他の製造業 1,336 31 278 36 226 
  
出所）表 17に同じ。 
 
 大阪府下工場数の 6 割を占める大阪市内部の工場の分布についてみると、表 19 にあるとお
り、東成区、生野区、城東区といった大阪市東部で工場数が多かった。中小工業の復興ととも
に大阪市東部、布施市、中河内郡といった現在の東大阪地域に工場が多く立地するようになり、 
戦前に形成された大阪における工場集積地域が 1950 年代前半までに再生されていったのであ
る。 
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表 19 大阪市区別製造事業所数の推移 
  
  1950年 1952年 1954年 
北 501 803 884 
都島 355 476 755 
福島 857 1,137 1,282 
此花 161 193 238 
東 306 379 572 
西 417 409 577 
港 178 193 264 
大正 626 695 685 
天王寺 454 687 881 
南 382 564 746 
浪速 358 703 1,121 
大淀 610 712 795 
西淀川 686 703 710 
東淀川 795 884 1,130 
東成 1,716 1,956 2,397 
生野 2,108 2,112 2,535 
旭 329 363 535 
城東 1,160 1,469 1,873 
阿倍野 776 866 1,063 
住吉 266 353 469 
東住吉 688 699 1,093 
西成 917 1,184 1,427 
合計 14,646 17,540 22,032 
  
出所）大阪市『大阪市統計書』より作成。 
  
③大阪中小機械金属工業の業種展開 
 大阪府下の機械金属工業のなかではどういった業種の事業所が多かったのであろうか。1950
年時点について、通商産業大臣官房統計調査部・大阪府立商工経済研究所『昭和 25 年大阪府
工業統計分析表』が大阪府下の事業所数を細分類まで示しているので、それによってみてみよ
う。表 20は、機械金属工業のなかで事業所数が 100以上のものを示してある。これによれば、 
金属製品製造業では「金属塑形、被覆及び彫刻業」と「その他の金属製品製造業」が多く、そ
のなかでも「電気メッキ、金属張り及び研磨業」「ボルト、ナット、座金及びリベット製造業」
の事業所数が多かった。機械製造業では、「繊維機械製造業」がもっとも多い点が特徴となって
おり、その他では「特殊産業等機械製造業」「事務用、サービス用及び家庭用機械器具製造業」
が多く、特に後者では「ミシン製造業」の事業所数が多かった。電気機械器具製造業では「発
電、送電、配電及び産業用電気機械器具製造業」が多かったが、「通信機械器具及び関連機械器
具製造業」でもラジオ受信機関連の製造事業所が多かったことによって 100事業所以上となって
いた42。輸送用設備製造業では 100 以上の事業所数は「自転車、リヤカー及び部分品製造業」
                                                          
42 復興期のラジオ生産・品通販売については、中島裕喜「戦後日本における専門部品メーカーの発展－1945
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のみであり、それだけで輸送用設備製造業の事業所数の 6割を占めていた。「理化学機械、光学
機械器具、時計、医療機械器具及び度量器製造業」は 100事業所を超えているものの他の機械
関連業種に比べて事業所数は少なかった。 
 
表 20 大阪府下細分類別製造事業所数（1950年）＜従業者数 4人以上＞ 
  
金属製品製造業 1,752  
  刃物、手工具及び一般金物製造業 327  
   他に分類されない金属製品製造業 186  
  建築用金属製品製造業 149  
  金属塑形、被覆及び彫刻業 501  
   電気メッキ、金属張り及び研磨業 203  
  線材製品製造業 187  
   他に分類されない線材製品製造業 124  
  その他の金属製品製造業 401  
    ボルト、ナット、座金及びリベット製造業 245  
機械製造業 2,090 
  金属加工機械製造業 250  
  繊維機械製造業 526  
   紡織機械製造業 245  
   織物機械生業 253  
  特殊産業等機械製造業 317  
   他に分類されない特殊産業用機械製造業 124  
  事務用、サービス用及び家庭用機械器具製造業 318  
   ミシン製造業 228  
  その他の機械部分品製造業 229  
    弁及び付属品製造業（ガス、水道及び配管用の弁を除く） 118  
電気機械器具製造業 525  
  発電、送電、配電及び産業用電気機械器具製造業 251  
  通信機械器具及び関連機械器具製造業 105  
輸送用設備製造業 615  
  自転車、リヤカー及び部分品製造業 373  
    自転車、リヤカー及び部分品製造業 373  
理化学機械、光学機械器具、時計、医療機械器具及び度量器製造業 152  
  
出所）通商産業大臣官房統計調査部、大阪府立商工経済研究所『昭和25年 大阪府工業統計分析表』より
作成。 
注）『工業統計五十年史』、『大阪市統計書』と事業所数が異なる。 
 
  
 こうした機械金属関連の製造事業所数の業種分布から示されるのは、戦後復興期の大阪にお
ける中小機械金属工業が、大阪に多い繊維関連製品事業所に供給するための繊維機械とミシン
製造業、通信機器関連（ラジオ受信機関連）、自転車といった消費財的機械製品・軽機械製品を
                                                                                                                                                        
～60年，電子部品産業の事例」（『経営史学』第 33巻 3号 1998年）、同「復興期日本のラジオ・パーツ品
通と問屋街：大阪・日本橋の分析を中心に」（『大阪大学経済学』第 48巻 3・4号 1999年）、同「ラジオ産
業における生産復興の展開」（東洋大学『経営論集』第 71号 2008年）を参照。 
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軸に展開し、また、それら機械製品製造に必要なメッキ、研磨やボルト、ナットなどの鋲螺製
品、あるいはその製造に必要な線材製品製造などの金属製品製造業が展開していったというこ
とを示している。 
 
５ 小括 
 
 本稿では、戦後復興期大阪における中小機械金属工業の再集積過程をみてきた。大阪の中小
機械金属工業は敗戦による甚大な被害を受けながらも消費財的製品を軸に生産を拡大し、工場
数（事業所数）を急速に増加させていった。こうした生産の拡大・工場数の増大は、敗戦後の
厖大な消費財需要をもとに闇経済と深く関わることによって行われ、そのなかで中小機械金属
工業は複数の「親工場、問屋」と結びついた多種生産を 1つの特徴として含みつつ展開した。
ドッジライン以降、朝鮮戦争による特需の発生を経ながら、中小機械金属工業は、1950年代前
半まで工場数を拡大させ、大阪では現東大阪地域に集積地帯が再生されていった。こうした復
興期大阪の中小機械金属工業の再集積には繊維機械、通信機器（ラジオ）、ミシン・自転車産業
とそれらに関わる金属工業の展開が中心にあった。 
 この時期の大阪の自転車産業について別稿で検討したように、その生産はアッセンブル方式
といわれる極度に発達した分業関係によって行われており、そうした生産構造であったからこ
そ中小機械金属工業が容易に自転車産業の生産に参加することを可能としていた43。アッセン
ブル方式はミシン産業でも広く行われており、そのような生産構造をもつ機械産業の生産拡大
が復興期にあったことによって中小機械金属工業の再集積が進んだのである。また、自転車産
業の分業関係に参加していた中小機械金属工業は必ずしも自転車産業に限定されず、さまざま
な機械産業の分業関係にも参加していた。そうした分業構造は問屋・ブローカーが介すること
によって成立していたと考えられるが、本稿で検討したように、その形成は闇経済のもとでの
生産を起点としていたと思われる。 
 高度成長期以降の機械工業発展の大阪における生産基盤は、以上のような中小機械金属工業
の再集積を前提につくられていくことになるのである。 
 
                                                          
43 前掲「戦後復興期大阪における自転車産業と中小機械金属工業」。 
